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] 機構における平成25・26年度一般競争（指
名競争）参加資格業者のうち、業種区分の「役
務の提供（その他）」の認定を受けており、か
つ、営業品目の「電気」に登録していること。

^ 電気事業法第３条第１項の規定に基づき一
般電気事業者としての許可を得ている者又は
同法第16条の２第１項の規定に基づき特定規
模電気事業者としての届出を行っている者で
あること。

_ 省エネルギーと二酸化炭素排出量削減の要
素を考慮する観点から、入札説明書に記載す
る基準を満たす者であること。

` 一般競争参加資格確認申請書及び一般競争
参加資格確認資料の提出期限から開札時まで
の期間に、機構から工事請負契約に係る指名
停止等の措置要領に基づき、利根川水系及び
荒川水系関連区域において指名停止を受けて
いないこと。

a 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。

b 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、機構発注工事等から排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び当該入札に関する問い合わせ先
〒276`0028 八千代市村上3139 独立行政
法人水資源機構千葉用水総合管理所 総務課
溝渕 電話047`483`0722 ＦＡＸ047`

483`0709

] 入札説明書の交付場所及び交付方法
{ 別途指定するホームページからのダウン
ロードによる。詳細については、上記３\

まで問合せされたい。
| 郵送による交付は郵送料を別に必要とす
る。

^ 入札書の受領期限 平成26年９月19日17時
00分

_ 開札の日時及び場所 平成26年10月10日14

時00分 独立行政法人水資源機構千葉用水総
合管理所

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金 免除。

^ 入札者に求められる事項 この競争に参加
を希望する者は、必要な確認申請書及び確認
資料を上記３^の受領期限までに、上記３\

に示す場所に提出しなければならない。
_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、確認申請書又は確認資
料に虚偽の記載をした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。

` 契約書の作成の要否 要。
a 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
者を落札者とする。

b 手続における交渉の有無 無。
c 詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ Contracting Entity : Yukio Koyasu, Di-

rector of Chiba Canal Integrated Operation

and Maintenance Office, Japan Water

Agency

] Classification of the products to be pro-

cured : 26

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to use in The Chiba

Canal Integrated Operation and Mainte-

nance Office jurisdiction

_ Delivery period : By 31 January, 2017

` Delivery place : as in the tender do-

cumentation

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

{ have the qualification on ÚProvision of

Services (Others)Ù and ÚElectricityÙ for

participating in tenders by Japan Water

Agency (in the fiscal year 2013 and 2014).

| not correspond to the requirements for

disqualification.

b Time limit of tender : 14 : 00, 10 October,

2014

c Contact point for the notice : General Af-

fairs Section, Chiba Canal Integrated Op-

eration and Maintenance Office, Japan Wa-

ter Agency on, 3139, Murakami, Yachiyo-

shi, Chiba-Prefecture, 276`0028, Japan.

TEL 047`483`0722, FAX 047`483`0709

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 26年７月 18日

独立行政法人都市再生機構
総務部長 中瀬 弘実

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 14

〇第１号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 71、29

] 購入等件名及び数量 通信回線サービスの
調達 一式

^ 調達案件の仕様等 仕様書による。
_ 履行期間 平成27年４月１日から平成32年
３月31日まで。

` 履行場所 仕様書による。
a 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、入札に際し総合評価
のための書類を提出すること。なお、落札決
定に当たっては、入札書に記載された金額に
当該金額の100分の８に相当する額を加算し
た金額（当該金額に１円未満の端数があると
きは、その端数金額を切り捨てた金額とす
る。）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約金額の108分の100に相当する金額を入
札書に記載すること。

３ 入札書等の提出場所等
\ 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書等の交付場所及び問い合わせ先
〒231`8315 神奈川県横浜市中区本町６`

50`１ 独立行政法人都市再生機構本社 総
務部会計チーム 森本 浩一 電話045`

650`0189

] 入札説明書等の交付方法 本公告の日から
上記\の交付場所にて交付する。

^ 入札説明会の日時及び場所 平成26年８月
１日 11時00分 独立行政法人都市再生機構
本社 入札室

_ 入札書等の受領期限 平成26年９月８日17

時00分（郵送の場合も必着のこと。）
` 開札の日時及び場所 平成26年９月30日11

時00分 独立行政法人都市再生機構本社 入
札室

２ 競争参加資格
\ 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。

] 当機構から指名停止の通知を受けている期
間中でないこと。

^ 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者若しくはこれに準ずる者でないこと。

_ 当該発注関係事業者に係る制約に該当しな
いこと。

` 平成25・26年度独立行政法人都市再生機構
東日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、開札時までに業種区分「そ
の他」の資格を有すると認定された者である
こと。

a 入札書受領期限以前の過去５年間におい
て、本業務の実施予定組織・部門が100拠点
以上の通信回線ネットワークを構築した実績
を有していることを証明した者であること。

b 当該通信回線ネットワークに関し、迅速な
アフターサービス・メンテナンスの体制が整
備されていることを証明した者であること。

c 仕様書に記述する要求要件をすべて満たし
ていることを証明した者であること。

d 本業務の実施予定組織・部門がISO／IEC

27001:2005又はJIS Q 27001:2006に基づく情
報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳ
ＭＳ）適合性評価制度の認証を受けているこ
と。

e 日本国内において機構職員が行う立会検査
に応じられる者であること。

４ その他
\ 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に入札
説明書で示した競争参加資格を有する証明書
及び総合評価のための書類を添付して入札書
の受領期限までに提出しなければならない。
また、開札日の前日までの間において、当機
構から当該書類に関し説明を求められた場合
は、それに応じなければならない。なお、入
札者の提出した総合評価のための書類は、当
機構において技術審査を行うものとし、採用
し得ると判断した書類を添付した入札書のみ
を落札対象とする。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求
められる義務を履行しなかった者の提出した
入札書は無効とする。

` 契約書作成の要否 要
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